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研究論文

木造住宅の耐震性能と断熱性能を同時に
向上させるための耐力壁の開発

─発泡プラスチック断熱材を活用した
外張断熱面材耐力壁─

植 松 武 是＊

Development of load-bearing walls to improve simultaneously the seismic performance
and thermal insulation performance of wooden houses

─ Plywood Bearing Wall with Foamed Plastic Outer Insulation Board ─

Takeyoshi Uematsu＊

1．はじめに

平成 25 年の住宅・土地統計調査1) によると，平
成 21 年以降に耐震診断が行われた木造住宅（約
150 万戸）の内，所要の耐震性が確保されていな
かった木造住宅の割合は約 22％に上り，昭和 55
年以前に建設されたものの半数以上は耐震性が不
十分であったとされている．断熱性能に関して
は，昭和 55 年に住宅の省エネルギー基準2)（以降，
その施行年により「昭和 55 年省エネ基準」等と略
記）が施行され，我が国最初の全国的な断熱基準
が示されたが，その断熱水準は，外皮平均熱貫流
率基準値で比べると，現行基準である平成 28 年
省エネ基準の半分程度3) であり，昭和 55 年以前
に建設されたものについては，耐震性以上に不十
分な住宅が多いと考えられる．これらの現状に鑑
みて，著者らは，特別な材料や高度な施工技術に
頼ること無く，既存木造住宅の耐震性能と断熱性
能の両水準を同時に高めるためのいくつかの技術
開発に取り組んできた4)～8)．
北海道では，構造用面材仕様の耐力壁と発泡プ
ラスチック断熱材を用いた付加断熱工法が普及し
ている9) 10)．本報では，北海道において普及率の
高い両仕様を併用した耐力壁（以降，「外張断熱面
材耐力壁」）の断面構成に着眼し，外張断熱部が面
材耐力壁の構造耐力の向上に寄与する可能性があ
ると考え，その耐力発現のメカニズムの検証と，

当該部分が面材耐力壁の構造性能に与える影響を
把握するために実施した実験結果を報告する．

2．外張断熱面材耐力壁の概要と構造耐力の
発現機構

充填断熱工法とは主にグラスウール等の繊維系
断熱材を柱・間柱間に充填する断熱工法であり，
外張断熱工法とは柱・間柱等の外壁躯体の外側に
断熱層を形成する断熱工法である．両断熱工法を
組み合わせたものが付加断熱工法であり，その断
面構成は図1のようになる．北海道においては，
昭和 55 年省エネ基準施行当時から，三寸五分の
軸組が一般的であった外壁の熱貫流率基準値を，
主にグラスウール断熱材による充填断熱のみで満
足することが難しかった11) ことから，その基準値
に対する不足分を，発泡プラスチック断熱材等を
用いた外張断熱で補う付加断熱工法が普及した．
現在では，ZEH12) への対応等，さらなる高断熱化
が求められるようになった背景もあり，付加断熱
工法は，木造住宅外壁の高断熱化を図る一般的な
断熱技術10) のひとつとして，広く実施されるよう
になっている．
発泡プラスチック断熱材を面材耐力壁に外張り
する場合は，同図のように，柱・間柱及び横架材
に釘で留め付けられた構造用面材の上に，外張断
熱材の厚さに応じた長さの外張断熱用木ねじを用

23

＊ 北海学園大学大学院工学研究科建設工学専攻（建築系）
Graduate School of Engineering (Architecture and Building Eng.), Hokkai-Gakuen University



いて，外張断熱材と通気胴縁とを柱・間柱等へ留
め付ける施工が一般的である．このような構成と
なる面材耐力壁には，①構造用面材を貫通する外
張断熱用木ねじのダウエル効果と，②構造用面材
に接する発泡プラスチック断熱材の圧縮応力によ
る構造用面材の面外変形の抑制とによって，外張
断熱を施さない面材耐力壁よりも高い構造性能を
発揮させることができると考える．なお，上文で
は説明を省略したが，実際の施工においては，断
熱材通気層側の透湿防水シートや室内側の防湿気
密フィルム等は適宜設ける必要がある10)．

3．外張断熱による構造耐力向上のメカニズ
ム・効果の実験的検証

外張断熱による構造耐力向上のメカニズムとそ
の効果を検証することを目的とし，実大の面材耐
力壁の加力実験を実施した．

3.1 壁試験体の仕様と壁耐力試験方法

図2に壁試験体の概要を示す．試験体フレーム
は在来軸組構造であり，通常，外張断熱材は外壁
一面に施工されるが，ここでは構造用面材の変形
状況も確認するため，木ねじにより固定される縦
通気胴縁部のみに断熱材を施工した．また，構造
用面材の縦目地となる柱部では，隣接する両方の
構造用面材の縁を外張断熱材と縦通気胴縁とを留
め付ける外張断熱用木ねじが貫通するように，幅
90 mm の縦通気胴縁を用いて木ねじを2列に配
置した．柱部及び間柱部の外張断熱用木ねじの配
列を図3に示す．

試験体の一覧を表1に掲げる．試験体 A450，
A300，A250（以降，一括して「Aシリーズ」）は
図2と図3に示した仕様の外張断熱面材耐力壁で
あり，外張断熱材と縦通気胴縁とを躯体へ留め付
ける木ねじの留付け間隔が実験パラメーターと
なっている．この木ねじの留付け間隔は，150
mmモジュールとなる構造用面材用留付け釘の中
間付近に木ねじが配置されるように 450 mm，300
mmとした場合と，より密にした場合の 250 mm
を設定した．
試験体 V450 は，外張断熱材が配置されていな
いこと以外は試験体A450 と同じ仕様であり，構
造用面材と縦通気胴縁の間に発泡プラスチック断
熱材は無く，縦通気胴縁を躯体へ固定する外張断
熱用木ねじは構造用面材を貫通しているが，構造
用面材用留付け釘以外は構造用面材の面外への変
形を拘束しない仕様となっている．
試験体 NA は外張断熱を施さない一般的な面
材耐力壁である．
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図 1 付加断熱工法の概要

(a)柱部：二列 (b)間柱部：一列

図 3 外張断熱用木ねじの配列

図 2 試験体の概要



各試験体の使用材料の一覧を表2に一括する．
試験に使用した発泡プラスチック断熱材は JIS A
9511「発泡プラスチック断熱材」適合品であり，
外張断熱工法等，住宅用断熱材として一般的に使
用されているものである．使用した発泡プラス
チック断熱材の圧縮特性を圧縮試験により確認し
たところ，圧縮強さは 0.26 N/mm2，ヤング係数
は 11.5 N/mm2であった．発泡プラスチック断熱
材の圧縮試験の状況と圧縮試験時の圧縮応力度－
ひずみ曲線とを図4に示す．
壁耐力の試験方法は，（財）日本住宅・木材技術

センター「木造軸組工法住宅の許容応力度設計
（2008 年版）」に示されている「6.3 鉛直構面及
び水平構面の剛性と許容せん断耐力を算定するた
めの試験」に準拠したタイロッド式の面内せん断
試験13) とし，壁の回転による耐力壁脚部の浮き上
がりを抑えながら正負交番繰り返し加力を行い，
最終的には真のせん断変形角が 1/9 に達するまで
正方向に加力した．実験方法の概要を図5に示
す．試験体寸法は横架材間距離 2,625 mm，柱間
隔 910 mmの 2 P である．

3.2 外張断熱の有無による破壊形態の相違

写真1に試験体A450 の試験終了時の状況を示
す．外張断熱材や縦通気胴縁の剥離・剥落は生じ
ておらず，躯体への固定度は確保されたままで
あった．写真2に試験体 A450 と V450 の試験終
了時の壁断面の状況を示す．A450 においては外
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表 1 壁試験体一覧 表 2 壁耐力試験体の使用材料一覧

図 4 発泡プラスチック断熱材の圧縮試験方法と圧縮応力度－ひずみ曲線

図 5 壁加力試験方法の概要

(a)試験方法 (b)圧縮応力度－ひずみ曲線



張断熱材によって構造用面材の面外への変形・移
動が拘束されているのに対し，V450 の構造用面
材は躯体の大きなせん断変形に追従できずに面外
へ剥離して荷重低下に至った．写真3は，A450
と V450 を試験終了後に試験装置から取り外して
構造用面材の変形状況を横架材側から確認したも
のであり，木ねじによって躯体に留付けられた外
張断熱材と通気縦胴縁とによって構造用面材の面
外への変形と移動が抑制されている状況がわか
る．一般に普及している外張断熱用の発泡プラス
チック断熱材と通気胴縁，及び木ねじによって外
張断熱を施すことにより，面材耐力壁が終局状況
に至るまでの間，外張部に剥離・剥落は生じず，
かつ，構造用面材の面外への変形・移動を拘束で
きることが確認できた．

3.3 構造性能指標値の比較

図6に試験体A450，V450 及び NAの加力実験
結果から得られた荷重－変形骨格曲線を示す．ま
た，同曲線より算定した各構造性能指標値を表3
に，試験体NAを基準とした各構造性能指標値の

比率を図7に示す．外張断熱を施すことによって
各構造性能指標値が大きく向上することが確認で
きた．特に，靭性指標値である Pu（0.2/Ds）に関
しては，他の指標値が2倍程度向上しているのに
対し，3倍近くにまで向上していることから，外
張断熱は面材耐力壁の保有水平耐力を向上させる
ことに大きく寄与すると言える．
V450 においては，写真1に示したとおり，外
張断熱材による構造用合板の面外への拘束効果が
無いため，A450 程に構造性能が向上していない．
しかしながら，NAと比較して各性能値は全て向
上している．これらの結果は，前章で述べた構造
耐力の発現機構の解釈（①木ねじのダウエル効果，
②発泡プラスチック断熱材による構造用面材の面
外拘束）が適切であったことを示している．
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写真 1 A450 の試験終了時の状況
（真のせん断変形角：1/9）

(a)A450：外張断熱材・縦通気
胴縁が構造用面材の面外へ
の変形・移動を拘束

(b)V450：構造用面材の釘の頭
抜け・引き抜けが発生し構
造用面材が面外へ変形・移
動

写真 2 外張断熱の有無による試験終了時の破壊形
態の違い（真のせん断変形角：1/9）

(a)試験体 A450 (b)試験体 V450
写真 3 外張断熱の有無による試験終了後の構造用

合板の残留変形



3.4 外張断熱材を留付ける木ねじの間隔の影
響

図8に試験体 Aシリーズの加力実験結果から
得られた荷重－変形骨格曲線を示す．また，同曲
線より算定した各構造性能指標値を表3に，試験
体 NA を基準とした各構造性能指標値の比率を
図7に併記する．留付け間隔が狭くなることによ
り構造性能値が向上する傾向が見受けられるが，
450～250 mm の間では大きく変動するとは言え
ず，本試験体の仕様においては，構造用面材の面
外への拘束効果の方が構造耐力の向上に対して支
配的であることが確認できた．

4．まとめ

今後更に普及が見込まれる，通常の面材耐力壁
に外張断熱を施した耐力壁の構造耐力の発現メカ
ニズムとその効果を実験的に検証した．その結
果，外張断熱用木ねじのダウエル効果と，発泡プ
ラスチック系断熱材による構造用面材の面外への
変形・移動の拘束効果により，面材耐力壁の構造
耐力は2倍以上に向上することを示すことができ
た．特に，靭性指標値は約3倍近くになることが

確認できたことから，特殊な施工技術を必要とせ
ず，どの地域の施工業者でも実施できる，構造性
能と断熱性能を同時に向上させる改修工法として
再構築し，本報での検証結果と，別途実施した使
用材料のばらつきと構造耐力との関係に係る検証
データ等に基づき，（一財）日本建築防災協会の住
宅等防災技術評価を取得した14)．既存木造住宅の
良質化のための技術としての普及はもとより，一
層の一般化が図られて新築木造住宅においても活
用できるようになることを期待したい．

謝辞

本研究は，著者が所属していた（地独）北海道
立総合研究機構建築研究本部北方建築総合研究，
発泡プラスチック外張断熱協会（当時），ガラス繊
維協会，ロックウール工業会，NPO法人住宅外装
テクニカルセンター，日本金属サイディング工業
会，若井ホールディング株式会社（当時：若井産

27木造住宅の耐震性能と断熱性能を同時に向上させるための耐力壁の開発（植松)

図 6 外張断熱材の有無の影響（骨格曲線の比較）

表 3 構造性能指標値一覧
図 7 NAを基準とした時の各構造性能指標値の比率

図 8 木ねじの留付け間隔の影響（骨格曲線の比較）
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